
 

 



Ⅰ 核融合炉の概要1)

現在実用化されている核分裂炉では，ウラン

（U）などの重い原子が分裂する反応（核分裂

反応）により発生するエネルギーを用いるが，

核融合炉では，軽い原子同士が結合する反応

（核融合反応）により発生するエネルギーを利

用する。「軽い原子」にはいくつかの選択肢が

あるが，最も反応しやすいのは共に水素の同位

体である重水素（D）と三重水素（トリチウ

ム：T）の反応（D-T 反応）であり，本稿では

この反応を中心に説明を進める。図 1に 235U

の核分裂反応と D-T 核融合反応を模式的に示

す。図中の数値は反応の結果各粒子が持つ運動

エネルギー（単位はメガ電子ボルト）であり，

これらの運動エネルギーを熱エネルギーに変換

し，冷却材により熱を取り出し，タービンによ

り発電を行う。この基本原理は核分裂炉，核融

合炉共通である。

D-T反応を起こすのはそれほど難しくなく，

トリチウムを含ませたターゲットに 0.1 メガ電
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子ボルト程度の重水素イオンを照射すれば一定

量の反応を起こすことができる。しかし発電プ

ラントとして成立させるには，エネルギーをで

きるだけ消費せず多量の D-T 反応を起こす必

要がある。

固体，液体，気体を物質の三態と呼ぶが，さ

らに高温になると原子核とそれを取り巻く電子

が分離した「プラズマ」状態となり，そこでは

電荷を持った粒子が高速で飛び交っている。

D-T 反応を多量に起こすには，Dと T を加熱

しプラズマ化してお互いが高速で衝突する状態

を作り出す必要がある。そのためには，高温で

高密度のプラズマ状態にある Dと Tを一定時

間安定に保持することが必要であり，これは核

融合炉が定常電源になるための必須の条件であ

る。具体的には，強力な電磁石（後述する超伝

導磁石）を用いて磁力線の「籠」を作りプラズ

マを閉じ込め，そこに電流を流す，あるいは電

磁波や粒子ビームを打ち込むことにより温度を

上げ D-T 反応を起こし，さらにそれを持続さ

せることが必要である。なお，このような方式

を「磁場閉じ込め方式」と呼ぶのに対し，レー

ザーや粒子線により微小燃料ペレットを急速加

熱・圧縮する「慣性閉じ込め方式」があるが，

本稿では前者を中心に解説を進める。

もう一つの重要な課題は，反応の結果生じる

中性子の持つ運動エネルギーを熱に変え発電す

るシステムを構築することである。この中核的

な機器が「ブランケット」であり，プラズマの

周囲に配置し，中性子を受けて発熱し，その熱

を効率的に炉外へ排出する機能を有する。燃料

であるトリチウムは自然界には殆ど存在しない
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図1 核分裂反応と核融合反応の例

図2 磁場閉じ込め核融合炉の構造模式図



ので，ブランケットにリチウム（トリチウムと

紛らわしいが，金属元素の一種）を含む材料を

装填し，中性子と反応させることによりトリチ

ウムを生成する。つまりブランケットは熱の発

生，排出だけでなく，リチウムを用いて燃料ト

リチウムを生産する機能を持つ。以上の核融合

炉の構造の模式図を図2に示す。

Ⅱ 核融合炉の優れた点

ここまで核融合炉の基本原理を紹介したが，

このような原理に起因する核融合炉の核分裂炉

に比べて本質的に優位な点がある。一つは，核

暴走事故が起こる可能性が無いことである。核

融合反応を持続するには高温・高密度プラズマ

を保持しなければならず，燃料である重水素や

トリチウムの供給を止める，あるいは電磁石の

電源を切ることにより反応はすぐに停止する。

ただし事故の懸念が全くないわけではなく，例

えば除熱が必要なブランケットで何らかの原因

で冷却機能が喪失すれば，D-T 反応が止まっ

ても核発熱は持続するのでブランケットの温度

は徐々に上がり，溶融も起こりうる。これに対

しては自然対流などにより安全に冷却する（受

動安全性を有する）設計が進められている。

もう一つの優位な点は，核分裂炉では燃料の

核分裂反応で生じる生成物（核分裂片）が長期

間高レベルの放射能を有することにより，「高

レベル放射性廃棄物」が生じるが，核融合炉で

は生じないことである。ただし中性子が材料に

当たると誘導放射能が生じるので，はるかに低

いレベルで一般に減衰も早いが，放射性廃棄物

は発生する。さらに，燃料のトリチウムは，福

島の処理水放出で一躍有名になったが，微量な

がら放射能を含むのでその管理が必要である。

このように核融合炉は，核分裂炉に比べて事

故や放射性廃棄物のリスクに関する大きなメ

リットを有する。また，必要な燃料資源は重水

素とリチウム（トリチウム生成に用いる）であ

るが，これらは海水中に無尽蔵に存在する。重

水素の海水からの回収はすでに工業化され，リ

チウムの海水からの回収もすでに小規模ながら

実証試験が行われている。このように資源の枯

渇だけでなく，その偏在性によるリスクを回避

できるのも，資源小国日本にとっては大きなメ

リットである。

Ⅲ 核融合炉の技術課題

核融合炉に必要な技術開発について説明を始

めると紙面がいくらあっても足りないので，こ

こでは，磁場閉じ込め核融合炉を中心に項目を

挙げるに留める。

高温・高密度プラズマの安定閉じ込めに必要

なのが，磁力線の籠を作る安定強磁場を発生さ

せる大型電磁石（後述する超伝導磁石）の製作

とその性能維持のための技術，プラズマの温度

を上げるため高強度の電磁波や粒子ビームを発

生させプラズマに連続的に導入する技術，燃料

を効率的に注入する技術，プラズマの安定制御

のためその状態を監視する計測・診断技術，な

どである。高温・高密度プラズマ，特に核融合

反応を起こしているプラズマ（核燃焼プラズ

マ），の挙動は極めて複雑で，それを予測して

制御することは，物理と工学にまたがる挑戦的

な課題である。

プラズマ粒子を磁力線の籠で閉じ込めても一

定量は必ず周囲に漏出する。これらを集めて受

けとめる機器を「ダイバータ」と呼ぶ。ダイ

バータは熱と粒子の負荷が一番厳しい機器であ
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り，それらの負荷に耐える材料の開発と除熱構

造の最適化が必要である。

ブランケットに関しては，トリチウムを効率

よく生成し，熱とトリチウムを効率的に炉外に

排出する材料の開発と構造の最適化が必要で，

これには多くの選択肢がある。トリチウム生産

を目的としたリチウムを含む材料（トリチウム

増殖材）だけでも固体化合物，液体金属，溶融

塩が検討されている。また，多くの設計で，ト

リチウム生成に必要な中性子を増やすためにベ

リリウムを含む材料（中性子増倍材）を入れて

いる。熱を排出するため循環させる冷却材も

水，ヘリウムガス，だけでなく上記リチウムを

含む液体金属や溶融塩が兼用する案もあり，そ

れぞれの組み合わせに特有の寸法変化や強度劣

化，腐食などの課題がある。またブランケット

は中性子の照射を長期間受けるので，大量の中

性子照射に耐える構造材料を開発する必要があ

る。トリチウムの管理に関しては漏洩を極力抑

えて，効率よく回収し貯蔵，輸送する技術が重

要である。

Ⅳ 我が国の核融合研究開発計画

我が国の核融合研究開発計画は，現在でも

1992 年に原子力委員会が策定した「第三段階

核融合研究開発基本計画」2) に沿っている。こ

こでは，磁場閉じ込め方式の中でも「トカマク

方式」と呼ばれる形式を選択し，国際協力でフ

ランスに建設中の ITER（国際熱核融合実験

炉）の試験により，高いエネルギー効率の

D-T 反応を一定時間持続できることを示すと

ともに，関連する工学技術を実証する。その

後，経済的に見通しのある発電の実証を行う原

型炉（通称 DEMO 炉）を経て実用化段階に至

るものである。

しかしながら ITERの成果により即原型炉が

建設できるわけではなく，ITER では実証でき

ない様々な技術の開発を同時に進める必要があ

る。その計画の一つが BA（幅広いアプロー

チ）活動3) であり，日欧協力により多岐にわた

る研究開発が進められている。ITER を支援す

るとともに ITERだけでは充分でないプラズマ

閉じ込めと関連機器に関する研究開発を進める

のが JT-60SA 計画であり，建設が完了し 2023

年 10 月からプラズマ実験が開始された。BA

活動では，そのほか原型炉の設計及び関連した

技術課題，数値シミュレーション，材料照射試

験施設などの研究開発も進められている。

ITER においては原型炉用ブランケットの試験

を行うテストブランケットモジュール（TBM）

計画があり，国内では現在その安全実証試験が

進められている。

ITER のスケジュールについては最近まで

2025 年に初プラズマ，2035 年に初 D-T 反応

試験，と報じられていたが，つい先日，初プラ

ズマを 2034 年まで延期することを検討してい

る旨の発表があった。原型炉については日本の

研究開発計画では「今世紀中葉」というやや曖

昧なスケジュールが示されて来たが，後に述べ

る経済安全保障などの観点から前倒しが検討さ

れている。

Ⅴ 開発研究と学術研究

上記の研究開発計画のために，必要なデータ

ベースを構築することを目標とする研究（いわ

ゆる「開発研究」）は，国立研究開発法人量子エ

ネルギー研究開発機構（QST）を中心に進め

られている。一方，核融合科学研究所（NIFS）
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と大学は主に「学術研究」を担っている。学術

研究は真理を明らかにするのが目標であり，研

究開発計画に対しては主に「原理に基づき因果

関係を明らかにする」アプローチで貢献する。

研究開発計画を強靭なものとするには堅固な学

術基盤を有することが必要で，特に安全性など

社会的に信頼を得ることが必須な課題に関して

は，学術に根差した説得力のある説明が求めら

れる。

開発研究を進めるには様々な選択肢の中から

特定の型式に集中する必要があり，開発研究で

は対象としない核融合エネルギーの持つ広い可

能性を追求するのも学術研究の役割である。こ

の中には，トカマク方式以外のプラズマ閉じ込

め方式や先進的な核融合システムを目指した研

究などがある。開発研究の一つの特徴はイノ

ベーションを前提としないことであり，保守的

な設計を基本とする。より先進的な核融合エネ

ルギーシステムの実現は，挑戦的研究を支援

し，イノベーションの指導原理を示す学術研究

を基盤とすることにより可能になると言えよ

う。

筆者の所属する核融合科学研究所4) は，大学

共同利用機関として 1989 年に発足した。日本

において大学共同利用機関は，自然科学，人文

科学を跨り現在 17 機関からなり，大学との共

同研究により大学だけではできない大型施設利

用研究などを進めている。その中で核融合分野

の大学共同利用機関があることは，日本の科学

技術研究体制の大きな特徴であり，核融合研究

開発の基本姿勢を示すものである。

核融合科学研究所では，同じ磁場閉じ込めで

もトカマク方式とは異なる「ヘリカル方式」の

プラズマ実験装置（大型ヘリカル装置：LHD）

による実験を進めている。ヘリカル方式の核融

合炉は定常運転性能に優れるという利点があ

り，LHD の実験によりその特性が明らかにさ

れてきた。現在は学際的研究展開の一環とし

て，LHD の超高温プラズマを安定に生成でき

る性能を生かし，プラズマの内部構造を計るこ

とにより核融合炉に限らず宇宙プラズマなどに

も共通する複雑現象の原理に迫る研究などを

行っている。その他，プラズマ物理を中心とし

た広範な自然現象の理論・シミュレーション研

究，先進核融合システムを目指した，高温超伝

導（次に説明する）や先進的なブランケット，

ダイバータ，プラズマ加熱・計測機器などに関

する研究及びこれらの幅広い応用研究，なども

大学などと協力して進めている。

Ⅵ 核融合技術と近未来社会

核融合炉を実現することが SDGs やカーボン

ニュートラルの実現に大きく貢献することは論

を俟たないが，開発途上であっても得られた成

果を他分野へ波及させることにより，技術イノ

ベーションを通じて同様の貢献を果たすことも

期待されている。すでに説明したように核融合

技術は多岐にわたっているが，ここでは高温超

伝導をその例として挙げる。

超伝導とは物質を冷却するとある温度（超伝

導転移温度）で電気抵抗がゼロになる現象で，

超伝導体で磁石を作ると電力をほとんど消費せ

ずに強い磁場を発生でき，リニアモーターカー

やMRI などに応用されている。超伝導磁石の

使用は，磁場閉じ込め方式の大型実験装置及び

将来の核融合炉において必須となっている。し

かし従来の超伝導体は液体ヘリウム（マイナス

269 度）を用いて冷却する必要があり，この液

体ヘリウムを生成するのに大きな電力を要す
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る。またヘリウムの資源に限りがあり（数年前

の「ヘリウム危機」は記憶に新しいところであ

る），これが従来の核融合炉概念のウィークポ

イントであった。これに対し高温超伝導体は超

伝導転移温度が従来の超伝導体より高く，液体

水素（マイナス 253 度）による冷却も可能で，

消費電力低減及び資源確保の点から遥かに優位

である。ただし，高温超伝導体は極めて脆いセ

ラミックス製なので，特に大型磁石への適用に

は，成型加工及び強度の確保に技術的課題があ

り，核融合炉用大型磁石への適用を目指した研

究開発が世界各国で進められている。

カーボンニュートラル社会の実現に向けては

水素の広範な利活用が不可欠と認識されてい

る。水素の大量輸送，大量貯蔵のためには冷

却・液化し，その利用の際には常温のガスに戻

す。これでは冷却に要したエネルギー（冷熱）

は利用されないことになり，水素社会実現への

障壁となりうる。水素冷却による高温超伝導磁

石は水素を冷却状態で使用するので，このエネ

ルギーを直接利用することになる。従って水素

冷却超伝導磁石及び関連した低温技術の開発

は，水素社会実現を強力に後押しするものであ

る。

なお，核融合炉に関しては発電だけでなく水

素製造を同時に行うシステムの設計が可能であ

り，核融合炉によりカーボンフリー水素サプラ

イチェーン（二酸化炭素を排出しないエネル

ギーで水素を製造し，輸送・供給・利用するサ

プライチェーン）の中核を形成できるとの期待

もある。

核融合技術に関連して最近注目されているの

が「ムーンショット型研究開発制度」である。

この制度は，「我が国発の破壊的イノベーショ

ンの創出を目指し，従来技術の延長にない，よ

り大胆な発想に基づく挑戦的な研究開発を推進

する国の大型研究プログラム」であり，この 10

番目の目標として「フュージョンエネルギーの

多面的な活用」（フュージョンエネルギーは核

融合エネルギーと同義）が設定され5)，現在そ

のプロジェクトを推進するプログラムマネー

ジャーの選考が行われている。本制度におい

て，発電だけでなく多岐にわたる核融合エネル

ギーの利用も視野に置き，挑戦的な研究を支援

することにより，核融合のみならず広く関連分

野の技術開発に大きな変革をもたらすことが期

待されている。

Ⅶ 核融合スタートアップについて

地球温暖化対策として温室効果ガスの排出を

実質ゼロにするカーボンニュートラルを 2050

年までに実現することが，日本の基本政策とし

て示されている。しかし前述の日本の核融合研

究開発計画では，発電実証を行う原型炉の運転

を今世紀中葉に予定し，商用発電はその先にな

るので，この基本政策に貢献できない。このよ

うな状況で近年，英米そして日本などで次々に

いわゆる「核融合スタートアップ」が立ち上が

り，著名投資家や巨大 IT 企業などから世界で

累計ほぼ 1兆円ともいわれる投資額を引き出し

ている。核融合スタートアップにはそれぞれ特

徴があり一概に言うことはできないが，多く

のスタートアップで 2050 年よりずっと早い

核融合発電を標榜している。例えば核融合ス

タートアップの最大手 Commonwealth Fusion

Systems（CFS）社は，先ほど説明した高温超

伝導磁石の開発を強力に推進し，強磁場で小型

の核融合炉の開発を加速させ，2030 年代初頭

に商用炉の稼働を行う，との計画を示してい
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る6)。

核融合技術を専門とする筆者からすると，こ

のスケジュールは非現実的であるとも言える

が，「商用炉の稼働」の定義の違いと解釈され

る。小規模の発電の実証から核融合エネルギー

の社会実装までの間には，現在の核融合スター

トアップだけでは解決できない多くの課題があ

る。核融合スタートアップの示す加速計画の多

くは，現在の核融合研究開発計画が順調に進む

ことを前提としている。

スタートアップに共通の特徴は「リスクを背

負う」ということ，つまり投資家の理解を得る

ことによりハイリスク・ハイリターンのオプ

ションを進めることができることである。この

取り組みは，先ほど示した学術研究の先進的な

システムを目指す方向性と通ずるものがある。

開発研究は国家予算を集中的に投じて進めるの

でいわば「失敗が許されない」計画となり，保

守的な目標設定とスケジューリングが行われ

る。スタートアップの目指す概念や方式には学

術研究のそれらと重なるものもあり，それぞれ

に特有のアプローチを生かし協力することによ

り，核融合研究開発にイノベーションを創出す

ることが期待される。このようなスタートアッ

プをはじめとする産業界との協力を推進する組

織が，大学など学術研究機関に急速に整備され

つつある。核融合科学研究所でも 2024 年 3 月

に核融合スタートアップである株式会社Helical

Fusion との協力で産学官連携研究部門「HF共

同研究グループ」を設置し，ヘリカル方式の核

融合炉の実現に向けた研究開発協力を開始し

た。

日本における最近の動きとして特筆されるの

は，中小企業の研究開発を促進し社会実装を通

じてイノベーションを創出する制度（SBIR 制

度）において 2023 年に核融合分野の公募が行

われ，日本の核融合スタートアップからの高温

超伝導，リチウムとベリリウムの確保，革新的

ブランケット，の提案が採択されたことであ

る7)。

Ⅷ 核融合エネルギーの産業化と

経済安全保障

2023 年 4 月に，内閣府に設置された「統合

イノベーション戦略推進会議」から「フュー

ジョンエネルギー・イノベーション戦略」とい

う報告が公表された8)。ここでは，ITER 計画

/BA 活動の推進に加え，核融合エネルギーの

実用化に向けて必要な技術獲得を進め，サプラ

イチェーンを構成する産業を構築することの重

要性が謳われている。米英中などにおいて，核

融合エネルギーの産業化を目指した国家戦略を

策定し，来るべき核融合エネルギーの利用段階

において市場競争を有利に進めることを目指し

た政策が進められていることがこの背景にあ

る。日本はこれまで ITER 計画/BA 活動など

で築いた技術基盤をはじめ，学術基盤，人的資

源，ものづくり産業の信頼性などで諸外国を

リードしてきたが，このままではこれらが将来

の産業化競争に生かされないという危機意識が

高まっている。従ってこの報告は，核融合エネ

ルギーに関する技術安全保障を基盤とした経済

安全保障の確保，という視点からの戦略提言と

見ることができる。これに関連し，2024 年 4

月に日米間で「フュージョンエネルギーの実証

と商業化を加速する戦略的パートナーシップに

関する共同声明」が発表され，研究開発施設の

共用，人材育成，法整備のありかたの検討など

広範囲にわたる協力が強化されることとなっ
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た9)。本パートナーシップは核融合エネルギー

の早期実用化と産業化を両国の協力により主導

することを目指すものである。

このような政府の方針とスタートアップの興

隆を契機として産業界の核融合への関心が高ま

り，2024 年 3 月に核融合産業の育成・構築を

目標とした「フュージョンエネルギー産業協議

会（J-Fusion）」が発足し，活動を開始した10)。

これは，官学主体の核融合研究開発に産業界が

協力するというこれまでのスキームとは異な

る，新しい産学官の協力・推進体制の発足を意

味している。

おわりに

エネルギー政策として化石エネルギーを再生

可能エネルギーに転換していくことの意義は論

を俟たないが，発電量が大きく変動する再生可

能エネルギー単独で安定した基幹電源の役割を

果たすことは困難である。また，急速な科学技

術の進歩，特に IT・デジタル化は電力消費の

大幅な増大をもたらす。すなわち社会の DX

化は，よほどの省電力が実現しない限り，新た

な大規模安定電源の導入が前提となっている。

このこととカーボンニュートラルをどう両立さ

せるかが将来のエネルギー問題に関する中心的

な課題である。本稿では核融合エネルギーを取

り巻く最近の変化をいくつかの視点で解説して

きたが，最後に，二酸化炭素を排出しない将来

のベースロード電源としての核融合炉の意義と

必要性を再度強調したい。

［注］

1）核融合炉及び関連する事柄を包括的に説明するサイトとし

て，文部科学省のサイトを紹介する。https://www.mext.

go.jp/a_menu/shinkou/fusion/ これは多くの大学，研究機

関の協力で作られたサイトで，関連したアウトリーチ活動を

含めて文部科学省内で「萩生田大臣賞」を受賞した優れモノ

である。

2）https: //www.aec.go.jp/jicst/NC/about/hakusho/hakusho

10/siryo2104.htm

3）https://www.qst.go.jp/site/ba/list132.html

4）https://www.nifs.ac.jp/

5）https://www8.cao.go.jp/cstp//moonshot/sub10.html

6）https://cfs.energy/news-and-media/commonwealth-fusion

-systems-closes-1-8-billion-series-b-round

7）https://www.teitanso.or.jp/sbir-monka-hojo/kakuyugo/

8）https://www8.cao.go.jp/cstp/fusion/index.html

9）https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/iter/1422811_

00009.htm

10）https://jfusion.jp/
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